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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リグノセルロース複合材料を調製するための接着剤系であって：
　ａ）水性プライマー組成物；および
　ｂ）ポリウレタン接着剤組成物
を含み、
　前記水性プライマー組成物が：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、前記組成物の重量に対して１０重量％以下の界面活性剤；および
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
らなる群から選択される、前記組成物の重量に対して０～２５重量％のポリオールであっ
て、５０００ダルトン未満の分子量を有するポリオール
を含み、
　但し、前記水性プライマー組成物が、前記ポリオール、またはヒドロキシル官能性と５
０００ダルトン未満の分子量とを有する界面活性剤の少なくとも１つを含む、接着剤系。
【請求項２】
　前記水性プライマー組成物が：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、前記組成物の重量に対して５重量％以下の界面活性剤；および
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
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らなる群から選択される、前記組成物の重量に対して２０重量％以下のポリオール
を含む、請求項１に記載の接着剤系。
【請求項３】
　前記プライマー組成物が、前記組成物の重量に対して少なくとも８０重量％の水を含む
、請求項１または２に記載の接着剤系。
【請求項４】
　前記プライマー組成物が、前記組成物の重量に対して１０重量％以下の共溶媒をさらに
含む、請求項１～３のいずれかに記載の接着剤系。
【請求項５】
　前記プライマー組成物の前記界面活性剤が：シロキサン系界面活性剤；アルキル多糖を
含むアルキルポリグルコシド；アルコキシル化脂肪酸；アルコキシル化アルコール；アル
キルスルホコハク酸塩；アセチレンジオール；およびそれらの混合物からなる群から選択
される、請求項１～４のいずれかに記載の接着剤系。
【請求項６】
　前記プライマー組成物の前記界面活性剤が、ゲル浸透クロマトグラフィーによりポリス
チレン標準に対して決定された４００～２５０００の数平均分子量（Ｍｎ）を有する界面
活性剤から選択される、請求項１～５のいずれかに記載の接着剤系。
【請求項７】
　前記プライマー組成物の前記ポリオールが２０００ダルトン未満の分子量を有する、少
なくとも１つのジヒドロキシ化合物若しくは多官能ヒドロキシ化合物またはポリマー化合
物を含む、請求項１～６のいずれかに記載の接着剤系。
【請求項８】
　前記プライマー組成物の前記ポリオールが、少なくとも１０の親水親油バランス（ＨＬ
Ｂ）により特徴付けられる、請求項１～７のいずれかに記載の接着剤系。
【請求項９】
　前記プライマー組成物が、６～８の範囲のｐＨを有する、請求項１～８のいずれかに記
載の接着剤系。
【請求項１０】
　前記ポリウレタン接着剤組成物が、湿気硬化型の一成分系ポリウレタン接着剤組成物で
ある、請求項１～９のいずれかに記載の接着剤系。
【請求項１１】
　前記一成分系ポリウレタン接着剤組成物が：
　遊離ＮＣＯ基を有するプレポリマーであって、イソシアネートと反応する化合物を含む
少なくとも１つの成分Ａと、イソシアネートを含む少なくとも１つの成分Ｂとから得られ
るプレポリマー；
　０～４０重量％のフィラー；
　０～２０重量％の慣用の添加剤および助剤；および
　０～２０重量％の活性剤
を含む、請求項１０に記載の接着剤系。
【請求項１２】
遊離ＮＣＯ基を有する前記プレポリマーが：
　ｉ）前記プレポリマーに基づいて、５～３０重量％のＮＣＯ含有量；
　ｉｉ）２．２～３の平均イソシアネート官能価；および
　ｉｉｉ）３００～３５，０００ｍＰａ・ｓの２０℃における粘度
により特徴付けられる、請求項１１に記載の接着剤系。
【請求項１３】
　リグノセルロース接着物品の製造方法であって：
　（ａ）少なくとも２つのリグノセルロース表面を供給する工程；
　（ｂ）請求項１～１２のいずれかに記載の接着剤系を供給する工程；
　（ｃ）前記リグノセルロース表面の少なくとも１つの少なくとも一部に前記接着剤系を
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　　　適用する工程；および
　（ｄ）前記少なくとも１つのリグノセルロース表面と他方のリグノセルロース表面との
　　　間に接着結合を形成するのに適当な条件下で、それらを接触させる工程
を含む方法。
【請求項１４】
　前記接着剤系を適用する前記工程ｃ）が：
　前記リグノセルロース表面の少なくとも１つの少なくとも一部に、前記プライマー組成
物を適用すること；および
　１～１５分後に、前記リグノセルロース表面の前記一部に、前記ポリウレタン接着剤組
成物を適用すること
を含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　リグノセルロース表面がアセチル化木材から供給される、請求項１３または１４に記載
の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、リグノセルロース複合材料を調製するのに適当な接着剤系に関する。より詳
細には、本出願は、ポリウレタン接着剤組成物のリグノセルロース基材表面への適用の前
に、リグノセルロース基材表面を処理するために用いられるプライマー組成物を含む接着
剤系に関する。
【背景技術】
【０００２】
　木材構造用接着剤の耐久性は、例えば、米国規格協会（ＡＮＳＩ）；米国材料試験協会
（ＡＳＴＭ）およびカナダ規格協会（ＣＳＡ）により厳密に規制される。構造用木材製品
における接着剤としての実用性が見出されるには、ポリウレタン接着剤はこれらの規定す
る基準を満たさなければならない
【０００３】
　Ｆｏｒｅｓｔ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｊｏｕｒｎａｌ、４８（１１～１２）、１９９９年
、第７１～７６頁、木材への一成分系ポリウレタン接着結合の強度および耐久性において
、Ｃ．Ｂ．ＶｉｃｋおよびＥ．Ａ．Ｏｋｋｏｎｅｎは、木材へのポリウレタン接着剤の乾
燥接着強さは他の接着剤の化学的性質に匹敵するが、湿潤暴露後の木部破壊の水準は十分
ではない場合が多いことを示した。そのような木部破壊が、とりわけ外部暴露を対象とし
た構造用木材接着剤のためのカナダ規格協会基準　ＣＳＡ１１２．９に含まれる重要な要
求であることを考慮し、最近の研究は、ポリウレタン接着剤の湿潤接着強さを改良するこ
とに焦点を当てている。
【０００４】
　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ａｄｈｅｎｓｉｏｎ　８４、２００８年、第５０２～５２９頁
、「一枚板（ｓｏｌｉｄ　ｔｉｍｂｅｒ）基材のための接着促進技術のレビュー」におい
て、Ｃｕｓｔｏｄｉｏらは、木材エレメントのための多くの接着改良技術を提案しており
、例えばコロナ放電および火炎処理が挙げられる。しかし実際には、安全性および環境上
の理由から、多くの著者は、接着剤組成物の木材表面への適用の前に木材表面を処理する
ために用いられるプライマーの使用に焦点を当てている。
【０００５】
　国際公開第０３／０９３３８５号（Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　
ＬＬＣ）は、サザンイエローパインおよびダグラスファーに関して、一成分系（１Ｋ）ポ
リウレタン接着剤の接着改良のための表面処理溶液の任意の使用を開示する。これらの表
面処理は、０．０５～１０重量％の尿素またはポリビニルアルコールのどちらか一方、ド
デシルベンゼンスルホン酸の塩またはエチレンと酢酸ビニルとのコポリマーを含む水溶液
を含み得る。この文献は、尿素溶液がサザンイエローパインに関して、木材の離層に関す



(4) JP 6353459 B2 2018.7.4

10

20

30

40

50

るＡＳＴＭ　Ｄ２５５９により設定された基準を満たす良好な結果を与えることを見出す
が、これらの溶液はダグラスファーについては効果的でなかった。さらに、この文献は、
表面処理が適用される木材が最初に平削りされ且つ研磨されなければならず；研磨工程が
無ければ、水溶液がＡＳＴＭ　Ｄ２５５９の湿潤暴露の要求をパスするのに必要な程度に
ポリウレタン接着強さを促進しないことを教示する。また、研磨は通常プラント規模では
行われず、また構造用木材製品のための公式な基準により認めらないことが留意される。
【０００６】
　米国特許第５，５４３，４８７号（Ｖｉｃｋ他）は、活性成分としてホルムアルデヒド
系ヒドロキシメチル化レゾシノールを含むヒドロキシメチル化レゾシノールカップリング
剤を開示し、市販の熱硬化性接着剤、例えばビスフェノール－Ａエポキシ、フェノール－
レゾシノール－ホルムアルデヒド、エマルジョン－樹脂イソシアネート、フェノール－ホ
ルムアルデヒドおよびレゾシノール－ホルムアルデヒド等が、様々な未処理木材および防
腐処理木材への結合を進行させることを可能にする。カップリング剤を形成するため、１
５０ｇ／ｍ２の非常に高い被覆力での木材表面への適用の前に、弱アルカリ性条件下、イ
ンサイチュで４～６時間、華氏６５度～華氏８５度の間の温度でホルムアルデヒドおよび
レゾシノールが反応させられる。この文献の接着プロセス全体として数日オーダーの時間
が掛かり、生産プラントにおける経済的な適用のためには遅すぎる。さらに、反応物質の
ホルムアルデヒドは、既知のヒト発がん性物質であり、その使用は、危険予防のため且つ
高額なプラント建設を必要とする。
【０００７】
　国際公開第２００７／０９５６７０号（豪州連邦科学産業研究機構）は、ポリアミン、
好ましくは５００～３百万の範囲の分子量のポリエチレンイミンを含み、および少なくと
も１１．５のｐＨを有する水性プライマー組成物に関する。本文献は、例えば静電塗装等
の塗装を用いて木材の接着を改良する方法、およびこのプライマー組成物を用いる接着剤
にも関する。この文献の可能な実施形態において、木材試料はプライマーの適用前の研磨
を必要とし：このことは上記の理由で問題があり、本文献においては、最初の粗い８０グ
リットのサンドペーパーを用いる粗研磨、その後に続く１５０グリットのサンドペーパー
での微細研磨からなる二段階の研磨プロセスであるため、恐らくさらに問題である。さら
に、プライマー含有サンプルの乾燥引張強さは明らかに改良されるが、この引用文献は、
構造用途の規格により要求される湿潤接着強さ、離層または耐熱性に関していかなる結果
も報告できていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】国際公開第０３／０９３３８５号
【特許文献２】米国特許第５，５４３，４８７号
【特許文献３】国際公開第２００７／０９５６７０号
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】Ｆｏｒｅｓｔ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｊｏｕｒｎａｌ、　　　　　　　　
　　４８（１１～１２）、１９９９年、第７１～７６頁
【非特許文献２】Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ａｄｈｅｎｓｉｏｎ　８４、　　　　　　　　
　　２００８年、第５０２～５２９頁
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　従って、接着強さ、とりわけ先行技術の上記の不都合を受けない接着剤系の範囲で、ポ
リイソシアネート接着剤組成物の湿潤接着強さを向上させるのに用いることができるプラ
イマー組成物を開発する必要が依然としてある。
【課題を解決するための手段】
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【００１１】
　本発明の第１の態様において、リグノセルロース複合材料を調製するための接着剤系で
あって：
　ａ）水性プライマー組成物；および
　ｂ）ポリウレタン接着剤組成物
を含み、
　前記水性プライマー組成物が：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、組成物の重量に対して１０重量％以下の界面活性剤；および
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
らなる群から選択される、組成物の重量に対して０～２５重量％のポリオールであって、
５０００ダルトン未満の分子量を有するポリオール
を含み、
　但し、水性プライマー組成物が、前記ポリオール、またはヒドロキシル官能性と５００
０ダルトン未満の分子量とを有する界面活性剤の少なくとも１つを含むべきである、
接着剤系が提供される。
【００１２】
　この接着剤系の特定の実施形態において、水性プライマー組成物は、水溶性界面活性剤
、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択される、組成物の重量に
対して５重量％以下、好ましくは１重量％以下の界面活性剤；および水溶性ポリオール、
水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物からなる群から選択され
る、組成物の重量に対して２０重量％以下、好ましくは５重量％以下のポリオールを含む
。
【００１３】
　本接着剤系のさらなる独立の実施形態において、ポリウレタン接着剤組成物は、湿気硬
化型の一成分系ポリウレタン接着剤組成物である。この一成分系ポリウレタン接着剤組成
物は、好ましくは：遊離ＮＣＯ基を有する少なくとも１つのプレポリマーであって、イソ
シアネートと反応する化合物を含む少なくとも１つの成分Ａとイソシアネートを含む少な
くとも１つの成分Ｂとから得られるプレポリマー；０～４０重量％、好ましくは０．１～
３０重量％のフィラー；０～２０重量％の慣用の添加剤および助剤；および０～２０重量
％の活性剤を含むべきである。
【００１４】
　水性プライマー組成物の後に適用される一成分系ポリウレタン接着剤組成物が、ｉ）プ
レポリマーに基づいて、５～３０重量％、好ましくは１０～２５重量％のＮＣＯ含有量；
ｉｉ）２．０～３、好ましくは２．２～２．９の官能価；およびｉｉｉ）３００～３５，
０００ｍＰａ・ｓ、好ましくは１０００～１０，０００ｍＰａ・ｓの２０℃における粘度
により特徴付けられる遊離ＮＣＯ基を有する少なくとも１つのプレポリマー、を含む接着
剤系において、良好な結果が得られていることが留意される。
【００１５】
　接着剤組成物は１つより多くのプレポリマーを含有してよいことが想定される。第２の
またはさらなるプレポリマーは、上記特徴ｉ）～ｉｉｉ）の特徴付けを満たす必要はなく
、プレポリマーの平均化された特性がこれらの特徴付けを満たすことが好ましい。最適に
は、含まれた各プレポリマーがこれらの特徴付けを満たすべきである。
【００１６】
　本発明の第２の態様に従って、リグノセルロース接着物品の製造方法であって：
　（ａ）少なくとも２つのリグノセルロース表面を供給する工程；
　（ｂ）上記に規定の接着剤系を供給する工程；および
　（ｃ）リグノセルロース表面の少なくとも１つの少なくとも一部に前記接着剤系を適用
　　　する工程；および
　（ｄ）少なくとも１つのリグノセルロース表面と他方のリグノセルロース表面との間に
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　　　接着結合を形成するのに適当な条件下で、それらを接触させる工程
を含む方法が提供される。
【００１７】
　この方法の特定の実施形態において、その工程ｃ）は、リグノセルロース表面の少なく
とも１つの少なくとも一部にプライマー組成物を適用する工程；および１５分以下、好ま
しくは１～５分後に、リグノセルロース表面の前記一部に前記ポリウレタン接着剤組成物
を適用することを含む。
【００１８】
　プライマー組成物のリグノセルロース表面への適用は、接着強さおよび具体的には続い
て適用されるポリウレタン接着剤組成物の湿潤接着強さを改良するのに役立つ。このこと
は、上記に規定の方法により得られるリグノセルロース物品が、構造用木材製品のために
設定された規格を満たすことを可能にする。とりわけ、リグノセルロース物品は、欧州規
格　ＥＮ３９１：２００１、カナダ規格協会（ＣＳＡ）規格　１１２．９および／または
米国材料試験協会（ＡＳＴＭ）　Ｄ２２５９の要求満たすまたは上回ることができる。
【００１９】
　本発明のさらなる態様において、リグノセルロース材料のための接着剤系におけるプラ
イマーとしての水性組成物の使用であって、水性組成物が：ｉ）水溶性ポリオール、水分
散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物からなる群から選択される、
水性組成物の重量に対して０～２５重量％のポリオール；およびｉｉ）水溶性界面活性剤
、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択される、水性組成物の重
量に対して１０重量％以下の界面活性剤；を含み、但し、水性組成物は、前記ポリオール
、またはヒドロキシル官能性と５０００ダルトン未満の分子量とを有する界面活性剤の少
なくとも１つを含むべきである、使用が提供される。選択された水溶性、水乳化性または
水分散性ポリオールは５０００ダルトン未満の分子量を有するべきである。
【００２０】
［定義］
　本明細書で用いられる場合、ＥＮ３９１とは、「集成材－接着剤層の離層試験」と題さ
れた欧州規格　ＥＮ３９１：２００１を意味する。
【００２１】
　本明細書で用いられる場合、ＣＳＡ　１１２．９とは、「構造用木材製品（外部暴露）
用接着剤の評価のための標準規格」と題されたカナダ規格協会（ＣＳＡ）規格　１１２．
９を意味する。
【００２２】
　本明細書で用いられる場合、ＡＳＴＭ　Ｄ２５５９とは、「外部（湿潤用途）暴露条件
下における用途の構造用集成木材製品用接着剤の評価のための標準規格」と題された米国
材料試験協会のＡＳＴＭ規格　Ｄ２２５９－０４を意味する。
【００２３】
　本明細書で用いられる場合、ＡＳＴＭ　Ｄ５７５１とは、「非構造用材製品における積
層接合に用いられる接着剤のための標準規格」と題された米国材料試験協会のＡＳＴＭ規
格　Ｄ５７５１－９９（２０１２年）を意味する。
【００２４】
　本明細書で用いられる場合、ＡＮＳＩ　４０５－２００８とは、「構造用集成材に用い
られる接着剤のための規格」と題された米国規格協会のＡＮＳＩ規格　４０５－２００８
を意味する。
【００２５】
　本明細書におけるＨＬＢの記載は、計算されたＨＬＢ値を意味する。これらは、Ｊｏｕ
ｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｓ
　５（１９５４年）：２４９、Ｗ．Ｃ．Ｇｒｉｆｆｉｎの「非イオン性界面活性剤のＨＬ
Ｂ値の計算」の方法論に従って計算される。混合成分については、ＨＬＢ値は各成分のＨ
ＬＢ値の加重平均となるだろう。
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【００２６】
　本明細書で用いられる場合、「活性水素部分」とは水素原子を含む部分を意味し、Ｊｏ
ｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ、第
４９巻、第３１８１頁（１９２７年）において、Ｗｏｈｌｅｒにより記載されたＺｅｒｅ
ｗｉｔｉｎｏｆｆ試験によれば、活性水素は、分子中の位置のために、著しい活性を示す
。
【００２７】
　本明細書で用いられる場合、用語「界面活性剤」とは、液体に溶解したときに、液体の
表面張力を低下させ、２つの液体の間の界面張力を低下させ、または液体と固体との間の
界面張力を低下させる化合物を意味する。より一般的には、用語「界面活性剤」は本明細
書において、水に溶解したときに、水の表面張力を低下させる化合物を意味するのに用い
られる。
【００２８】
　別段の記載が無い限り、オリゴマー種、ポリマー種およびコポリマー種について本明細
書で用いられる用語「分子量」とは、Ｃｏｌｌｏｉｄｓ　ａｎｄ　Ｓｕｒｆａｃｅｓ　Ａ
．Ｐｈｙｓｉｃｏ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　＆　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ａｓｐｅｃｔｓ、
第１６２巻、２０００年、第１０７～１２１頁に記載の手順に従って、ゲル浸透クロマト
グラフィーを用いて決定された重量平均分子量（Ｍｗ）を意味する。
【００２９】
　本明細書で用いられる用語「ポリオール」は、ジオールおよびより高い官能価のヒドロ
キシル化合物を含むものとする。
【００３０】
　本明細書で与えられるヒドロキシル（ＯＨ）価は、日本工業規格（ＪＩＳ）　Ｋ－１５
５７、６．４に従って測定される。
【００３１】
　本明細書で与えられるイソシアネート含有量は、ＥＮ　ＩＳＯ　１１９０９に従って測
定される。
【００３２】
　本明細書に記載の接着剤組成物およびプレポリマーの粘度は、以下の手順に従って決定
される：２０℃および相対湿度（ＲＨ）５０％の標準条件において、ブルックフィールド
粘度計（モデルＲＶＴ）を用いて測定される。粘度計は、５，０００ｃｐｓ～５０，００
０ｃｐｓまで異なる既知の粘度のシリコーンオイルを用いて校正される。粘度計に取り付
けるＲＶスピンドルのセットが校正に用いられる。　プレポリマーの測定は、６番のスピ
ンドルを用いて２０回転毎分の速度で１分間、粘度計が平衡になるまで行われる。平衡の
測定値に相当する粘度がその後校正により計算される
【００３３】
　本明細書で用いられる場合、用語「リグノセルロース材料」とは、木質材料を意味する
ことが意図され、木板；化学的に処理された木板、例えばアセチル化木板；ベニヤ板；木
繊維；木材ストリップ；木材フレーク；木材粒子；例えばもみ殻、バガスおよびわら等の
粉砕された農業廃棄物；他の木質系複合材料；およびそれらの組み合わせが挙げられるが
、これらに限定されない。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　多くのより詳細な実施形態を参照して本発明を説明する
【００３５】
［プライマー組成物］
　本発明の水性プライマー組成物は：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、組成物の重量に対して１０重量％以下の界面活性剤；および
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
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らなる群から選択される、組成物の重量に対して０～２５重量％のポリオールであって、
５０００ダルトン未満の分子量を有するポリオールを含み、
　但し、組成物は、前記ポリオール、またはヒドロキシル官能性と５０００ダルトン未満
の分子量とを有する界面活性剤の少なくとも１つを含むべきである。
【００３６】
　いくつかの界面活性剤がヒドロキシル官能性を有してよいことは当然認識されるだろう
。それ故に、プライマー組成物は、ヒドロキシル官能性を有する１つ以上の界面活性剤の
水溶液またはエマルジョンから構成されてよく、その界面活性剤の少なくとも１つが５０
００ダルトン未満の分子量を有するべきである。
【００３７】
　あるいは、プライマー組成物は、ヒドロキシル官能性を有してよくまたは有しなくてよ
く且つ５０００ダルトン未満の分子量を有してよくまたは有しなくてよい少なくとも１つ
の界面活性剤と組み合わせて、ポリオールを含んでよい。この実施形態において、水性プ
ライマー組成物は：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、組成物の重量に対して５重量％以下、好ましくは１重量％以下の界面活性剤；および
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
らなる群から選択される、組成物の重量に対して２０重量％以下、好ましくは５重量％以
下のポリオール
を含んでよい。
【００３８】
　プライマー組成物は、通常は組成物の重量に対して少なくとも８０重量％、より一般的
には少なくとも９０重量％の水を含むだろう。この水は、水道水、脱イオン水、脱塩水ま
たはそれらの混合物であってよい。
【００３９】
　本発明のプライマー組成物は、必要に応じて１０重量％以下（組成物の全重量に基づく
）の共溶媒を含んでよい。この共溶媒は、プライマー組成物が適用される木製基材の天然
木目の膨らみを軽減する働きをするべきであり；共溶媒がない場合、適用される組成物中
の非常に高い含水量がこの木目の膨らみを促進することがある。重要なこととして、選択
された共溶媒は組成物中に存在する界面活性剤と反応すべきでない。適当な共溶媒として
は、テキサノールおよびメトキシプロポキシプロパノール（Ｓｏｌｖｅｎｏｎ　ＤＰＭ）
が挙げられる。
【００４０】
　酸性薬品およびアルカリ性薬品の使用は厳密には除外されないが、プライマー組成物は
、強アルカリ性組成物と共に公知であるように、酸の木材損傷を引き起こさず、木材を変
色せず、また木造建築産業に用いられるくぎ、ボルトまたは金属締結具を腐蝕しないｐＨ
を有するべきである。実際上、プライマー組成物は、一般的には６～８、好ましくは６．
５～７．５の範囲のｐＨを有するべきである。
【００４１】
　水性プライマー組成物は、様々な成分の単純な混合により配合される。この混合は、組
成物の基材表面への適用のかなり前に起こってよく：その後、調合された一成分系溶液と
して水性組成物が基材表面に適用されるだろう。代わりの実施形態において、水性組成物
は、基材表面との接触の直前またはその間に、水洗の流れの中で調製することができる。
例えば、所定量の界面活性剤および／またはポリオールを、水と任意の共溶媒との連続的
な流れに注入することができ、水性プライマー組成物を形成する。
【００４２】
界面活性剤
　プライマー組成物は、水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物か
らなる群から選択される１０重量％以下、通常は５重量％以下、好ましくは０．０１～１
重量％の界面活性剤を含む。
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【００４３】
　そのような界面活性剤の選択は、限定されることを意図しない：例えば、界面活性剤は
、イソシアネート部分と反応する官能基を含有してよくまたは含有しなくてもよい。それ
らは、ゲル浸透クロマトグラフィーによりポリスチレン標準に対して決定された１００，
０００ｇ／ｍｏｌ以下の数平均分子量（Ｍｎ）を有してよいが、より一般的には界面活性
剤は、４００～２５０００または４００～５００の数平均分子量（Ｍｎ）を有するだろう
。これらのような基準を満たす界面活性剤は、例えばＳｕｒｆａｃｔａｎｔｓ　ａｎｄ　
Ｉｎｔｅｒｆａｃｉａｌ　Ｐｈｅｎｏｍｅｎａ、第２版、Ｍ．Ｊ．Ｒｏｓｅｎ、１９８９
年、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ社、ニューヨーク、第１～３２頁において
見出すことができ、その開示全体は参照により本明細書に組み入れられる。
【００４４】
　本発明の界面活性剤は一般的に、シロキサン系界面活性剤；アルキル多糖を含むアルキ
ルポリグルコシド；アルコキシル化脂肪酸；アルコキシル化アルコール；アルキルスルホ
コハク酸塩；アセチレンジオール；およびそれらの混合物からなる群から選択される。好
ましくは、界面活性剤は、アルキルスルホコハク酸塩；アルキルポリグルコシド；アルコ
キシル化アルコール；アセチレンジオール；およびそれらの混合物からなる群から選択さ
れる。
【００４５】
　適当なシロキサン系界面活性剤としては、水系と相溶性のあるシリコーン界面活性剤が
挙げられる。そのような界面活性剤としては、シリコーンポリオキシアルキレンコポリマ
ー、有機シリコーンポリエーテルコポリマー界面活性剤等が挙げられるが、それらに限定
されない。いくつかの実施形態において、好ましいシリコーン系界面活性剤としては、Ｂ
ＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ　ＧｍｂＨから入手可能なＢＹＫ（登録商標）界面活性剤、およびＥ
ｖｏｎｉｋ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓから入手可能なＴｅｇｏ（登録商標）界面活性剤が挙
げられ、それらの中でＢＹＫ（登録商標）３４７および３４８並びにＴｅｇｏ（登録商標
）Ｗｅｔ２８０およびＷｅｔ２６５が特に留意され得る。他のシリコーン界面活性剤は、
例えばＨｉｌｌ（１９９９年）シリコーン界面活性剤（Ｍａｒｃｅｌ　Ｄｅｃｋｅｒ、ニ
ューヨーク）中に確認することができる。
【００４６】
　上述のように、プライマー組成物は、好ましくは天然由来のアルキル置換基、例えばヤ
シ脂肪アルコールまたは天然脂肪アルコールの蒸留した留分等を有してよい１つ以上のア
ルキルポリグルコシド界面活性剤を含有してよい。適当なアルキルポリグルコシド界面活
性剤としては、アルキル多糖が挙げられ、とりわけ米国特許：第５，７７６，８７２号（
Ｇｉｒｅｔ他）；第５，８８３，０５９号（Ｆｕｒｍａｎ他）；第５，８８３，０６２号
（Ａｄｄｉｓｏｎ他）；および第４，５６５，６４７号に開示される。また、例示的な市
販のアルキルポリグルコシド界面活性剤としては：Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐ
ａｎｙから入手可能なＴｒｉｔｏｎ（登録商標）ＣＧ１１０；Ａｋｚｏ　Ｎｏｂｅｌから
入手可能なＡＧ６２０２（登録商標）；およびＨｕｎｔｓｍａｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎから入手可能なＡｌｋａｄｅｔ１５（登録商標）が挙げられる。
【００４７】
　アルキルスルホコハク酸塩界面活性剤化合物は周知であり、必要に応じてアルコキシル
化されてよいスルホコハク酸のモノエステル塩、スルホコハク酸のジエステル塩およびそ
れらの混合物が挙げられる。例示的なスルホコハク酸塩界面活性剤化合物としては、モノ
オクチルスルホコハク酸ジナトリウム、ジオクチルスルホコハク酸ナトリウム、ラウリル
スルホコハク酸ジナトリウム、ラウレススルホコハク酸ジナトリウム、ラウリミド（ｌａ
ｕｒｉｍｉｄｅ）（ＭＥＡ）スルホコハク酸ジナトリウム、モノアルキルフェニルエーテ
ルスルホコハク酸ジナトリウムおよびそれらの混合物が挙げられる。
【００４８】
　アルコキシル化脂肪酸界面活性剤も当該技術分野において周知である。一般的に、その
ようなアルコキシル化脂肪酸界面活性剤の脂肪酸部分は、飽和または不飽和のモノまたは
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ジ脂肪酸、一般的には例えばラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、
オレイン酸、リノール酸、ベヘン酸、エルカ酸等のＣ６－Ｃ３０脂肪酸に由来する。その
ような酸は、植物油、例えばトール油、菜種油、キャノーラ油、大豆油、ヤシ油、ヒマシ
油、トウモロコシ油、オリーブ油、ヒマワリ油、綿実油、パーム油、ピーナッツ油、ゴマ
油、サフラワー油、アマニ油（ｌｉｎｓｅｅｄ　ｏｉｌ）、アマニ油（ｆｌａｘ　ｓｅｅ
ｄ　ｏｉｌ）、パーム核油およびそれらの混合物等に由来し得る。これらの脂肪酸は、２
～２０モル、より一般的には５～２０モルのＣ２－Ｃ４アルキレンオキシド、より一般的
にはエチレンオキシドによりアルコキシル化される。
【００４９】
　本発明に用いられる適切なアルコキシル化アルコール界面活性剤化合物としては、エト
キシル化（１５）トリデシルアルコール、エトキシル化（７）ラウリルアルコール、エト
キシル化（２０）オレイルアルコール、エトキシル化（１５）ステアリルアルコールおよ
びそれらの混合物が挙げられるが、それらに限定されない。
【００５０】
　アセチレンジオール系界面活性剤は、アセチレンスペーサー末端の疎水基、並びにヒド
ロキシル基をぶらさげた親水性エーテルおよび／または疎水性エーテルを含むアセチレン
ジオールであることができる界面活性剤である。アセチレンジオール系界面活性剤の例と
しては、２，４，７，９－テトラメチル－５－デシン－４，７－ジオール（ＴＭＤＤ）、
２，５，８，１１－テトラメチル－６－ドデシン－５，８－ジオール、それらの誘導体お
よびそれらの混合物が挙げられる。市販のアセチレンジオール系界面活性剤の重要な例と
しては、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから入手可能なＤｙｎｏｌ
シリーズ（例えばＤｙｎｏｌ６０４）およびＳｕｒｆｙｎｏｌシリーズが挙げられる。
【００５１】
　本発明の好ましい実施形態に従うと、プライマー組成物の界面活性剤は、アルキルスル
ホコハク酸塩と、例えばＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　ＣｈｅｍｉｃａｌｓからＳｕｒ
ｆｙｎｏｌ　ＰＳＡ－３３６の商品名で市販のアセチレンジオール等のアセチレンジオー
ルとの混合物である。
【００５２】
ポリオール
　プライマー組成物は、水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールお
よびそれらの混合物からなる群から選択される２５重量％以下、通常は２０重量％以下、
好ましくは０．１～５重量％のポリオールを含む。水溶性、水分散性または水乳化性ポリ
オールは、５０００ダルトン未満、より好ましくは２０００ダルトン未満の分子量を有す
る、ジヒドロキシ化合物若しくは多官能ヒドロキシ化合物またはポリマー化合物である。
一般的には、選択されたポリオールは１２０℃において安定であるべきである。さらに、
好ましい実施形態において、ポリオールは、Ｇｒｉｆｆｉｎにより下記に規定の少なくと
も１０、例えば１２以上の親水親油バランス（ＨＬＢ）により特徴付けられる。
【００５３】
　適当なポリオールの非排他的な例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコー
ル、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，２
－ブタンジール、１，３－ブタンジオール；１，４－ブタンジオールまたはテトラメチレ
ングリコール、２，３－ブタンジオール、１，４－ヘキサンジオール、ペンタメチレング
リコール、ヘキサメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ヘキシレングリコール
、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトールおよびトリメチロールプロパンが挙げ
られる。
【００５４】
　ポリオールは同様に、式　ＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎＨまたはＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ

２Ｏ）ｎＨを有するポリアルキレングリコールを含んでよく、式中、ｎは２～３０、また
はより一般的には２～２５の正の整数である。また、脂肪酸のグリコールエステル、例え
ばラウリン酸、パルミチン酸、ステアリン酸およびミリスチン酸等の使用も挙げられ得る
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。
【００５５】
　アミンポリオールの使用も除外されない。この群としては、低分子量ポリオール、例え
ばジエタノールアミン、トリエタノールアミンおよびＮ－メチル－Ｎ，Ｎ’－ジエタノー
ルアミン等が挙げられるが、例えばエチレンジアミン、１，３－プロパンジアミンおよび
１，６－ヘキサンジアミン等のアミノ化合物とアルキレンオキシド（例えば、プロピレン
オキシド（ＰＯ）およびエチレンオキシド（ＥＯ））との付加反応により得られるアミン
ポリオールも挙げられる。
【００５６】
　本発明の他の実施形態において、ポリオールとしては、グリセロール（３つのヒドロキ
シル基を有する三価の単糖）である単糖、糖アルコール（３つより多くのヒドロキシル基
を有する）およびオリゴ糖が挙げられる。また、よりさらなる実施形態において、ポリオ
ールは、酸、酸性塩、脂肪酸（アルキルグリコシド）およびアルコール、単糖およびオリ
ゴ糖のアルキル誘導体およびアミン誘導体（グリコシルアミン）であってよい。
【００５７】
　これらの定義に含まれるポリオールの具体例としては、マンニトール、ソルビトール、
キシリトール、グリセロール、グルコース、フルクトース、マルトース、ラクトース、タ
ガトース、プシコース、ガラクトース、キシロース、アロース、リボース、アラビノース
、ラムノース、マノース、アルトロース、リボピラノース、アラビノピラノース、グルコ
ピラノース、グロピラノース、ガラクトピラノース、プシコピラノース、アロフラノース
、グロフラノース、ガラクトフラノース、グルコサミン、コンドロサミン、ガラクトサミ
ン、エチル－ヘキソグルコシド、メチル－ヘキソグルコシド、アルダル酸、アルダル酸ナ
トリウム、グルカル酸、グルカル酸ナトリウム、グルコン酸、グルコン酸ナトリウム、グ
ルコヘプトン酸、グルコヘプトン酸ナトリウムおよびそれらの混合物が挙げられるが、こ
れらに限定されない。これらの比較的単純なポリオールの誘導体も本発明の方法および組
成物における使用を見出すであろうことは認識されるだろう。適当な誘導体としては、酸
、酸性塩、アルコール、これらの糖のアルキル誘導体およびアミン誘導体（グリコシルア
ミン）、並びにポリオールの混合物および／またはそれらの誘導体が挙げられるが、必ず
しもこれらに限定されない。適当な誘導体の具体例としては、アルキルグルコシド、アル
キルポリグルコシド、アルキルグルコサミド、アルキルグルコサミン、アルキルソルビタ
ン、アルキルソルビトール、アルキルグルコピラノシド、アルキルマルトシド、アルキル
グリセロールおよびそれらの混合物が挙げられるが、必ずしもこれらに限定されない。
【００５８】
　本発明における有用性を見出す例示の市販のポリオールとしては：Ｃｒｏｄａ　Ｉｎｔ
ｅｒｎａｔｉｏｎａｌから入手可能なＴｗｅｅｎ（商標）２０、Ｔｗｅｅｎ（商標）８１
およびＳｙｎｐｅｒｏｎｉｃ（商標）Ｔ－３０４およびＴ－７０１；Ｓｅｐｐｉｃから入
手可能なＳｉｍｕｌｓｏｌ（商標）ＡＤＭ２１；ＢＡＳＦ　ＡＧからのＱｕａｄｒｏｌ（
商標）Ｌ；およびＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　＆　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社から入手可能な
Ｓｕｒｆｙｎｏｌ（商標）ＰＳＡ－３３６が挙げられる。
【００５９】
［一成分系ポリウレタン組成物］
　本発明の接着剤系の好ましい実施形態において、遊離ＮＣＯ基を有するプレポリマーを
含む一成分系ポリウレタン接着剤組成物が用いられる。より詳細には、その一成分系ポリ
ウレタン接着剤組成物は、
　遊離ＮＣＯ基を有するプレポリマーであって、イソシアネートと反応する化合物を含む
少なくとも１つの成分Ａとイソシアネートを含む少なくとも１つの成分Ｂとから得られる
プレポリマー；
　０～４０重量％、好ましくは０．１～３０重量％のフィラー；
　０～２０重量％の慣用の添加剤および助剤；および
　０～２０重量％の活性剤
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を含むべきである。
【００６０】
　プレポリマーは、硬化による架橋ポリウレタンの調製を可能にするのに十分であるが高
すぎてポリマーが不安定にならない平均イソシアネート官能価を有するべきである。本明
細書における安定性とは、プレポリマーまたはプレポリマーから調製された接着剤組成物
のどちらか一方が、周囲温度において少なくとも２ヶ月の保存寿命を有し、かかる期間の
間、適用または使用を妨げる粘度の増加を示さないことを意味する。好ましくは、プレポ
リマーまたはそれから調製された接着剤組成物は、前記期間の間、約５０％より大きい粘
度の増加を受けない。
【００６１】
　一般的に、プレポリマーの平均イソシアネート官能価は、少なくとも約２．２、好まし
くは少なくとも２．４であり；約２．２より低い場合、プレポリマーの架橋により得られ
た接着剤が柔らかすぎるまたは弾力がありすぎる傾向があり、場合によっては硬化した接
着剤の強度が損なわれる。さらに、プレポリマーの平均イソシアネート官能価は、一般的
に３．２以下、より好ましくは２．９以下であり；３．２の平均イソシアネート官能価よ
り高い場合、プレポリマーおよびプレポリマーから調製された接着剤は、許容できない安
定性を示す場合がある。
【００６２】
　プレポリマーは、プレポリマーから調製された接着剤における６０分後の許容できる強
度とプレポリマーの許容できる安定性とを容易にする水準であるべきＮＣＯ含有量によっ
ても特徴付けられ得る。ＮＣＯ（イソシアネート）含有量は、一般的にはプレポリマーの
５～３０重量％の範囲、好ましくは１０～２５重量％、より好ましくは１５～２５重量％
であるべきである。５重量％より大きい場合、プレポリマーから調製された接着剤組成物
が６０分後、目的の用途のためには低すぎる重ねせん断強さを示すことがあり、またプレ
ポリマーから調製された接着剤組成物の硬化の間に多少の発泡が起こることがあり；約５
重量％のイソシアネート含有量未満の場合、プレポリマーは、例えば１～３日以内にゲル
化等の不安定性を示すことがある。
【００６３】
　プレポリマーは、安定であり、ポンプ移送可能であり、ゲル化しない良好な生強度を有
する接着剤組成物の配合を容易にする粘度を示すべきである。この点において、プレポリ
マーの粘度は、一般的に３００～３５，０００ｍＰａ・ｓ、好ましくは１０，０００～３
０，０００ｍＰａ・ｓ、より好ましくは１，０００～１０，０００ｍＰａ・ｓであるべき
である。接着剤組成物の粘度は、当然フィラーで調製することができるが、これらは最終
的な接着剤の生強度に寄与し得ない。
【００６４】
　まとめると、プレポリマーは、好ましくは：ｉ）プレポリマーに基づいて、５～３０重
量％、好ましくは１０～２５重量％のＮＣＯ含有量；ｉｉ）２．２～３．２、好ましくは
２．２～２．９または２．４～２．９の官能価；およびｉｉｉ）３００～３５，０００ｍ
Ｐａ・ｓ、好ましくは１０，０００～１０，０００ｍＰａ・ｓの２０℃における粘度、に
より特徴付けられるべきである。これらの性質は、既知の市販のプレポリマーを用いるこ
とにより見出されてよい。あるいは、成分ＡおよびＢは、得られるプレポリマーのこれら
の性質が達成されるような比率および条件下で反応させられてよい。
【００６５】
　プレポリマーの調製に用いられるポリイソシアネート（Ｂ）としては、任意の脂肪族ポ
リイソシアネート、脂環式ポリイソシアネート、アリール脂肪族ポリイソシアネート、複
素環ポリイソシアネート若しくは芳香族ポリイソシアネートまたはそれらの混合物が挙げ
られ、少なくとも約２．０の平均イソシアネート官能価と少なくとも約８０の当量とを有
する。ポリイソシアネートのイソシアネート官能価は、より一般的には２．２～４．０、
例えば２．３～３．５であろう。４．０より大きい官能価が用いられ得るが、それらの使
用は過剰な架橋を引き起こすことがあり、粘稠すぎて取扱いおよび適用することが容易に
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できない接着剤組成物をもたらし；さらに、硬化した接着剤は脆すぎることがあり、また
二酸化炭素ガス発生に起因して発泡を引き起こすことがある。ポリイソシアネートの当量
は、一般的には１００～３００、好ましくは１１０～２５０、より好ましくは１２０～２
００である。
【００６６】
　必要な場合、ポリイソシアネートは、一般的に既知の方法、例えば英国特許第８８９，
０５０号に記載の方法等により、ビウレット化されおよび／またはイソシアヌレート化さ
れてよい。
【００６７】
　適当なポリイソシアネートの例としては、エチレンジイソシアネート；１，４－テトラ
メチレンジイソシアネート；ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）；ＨＤＩのビウ
レットまたは三量体；１，１２－ドデカンジイソシアネート、シクロブタン－１，３－ジ
イソシアネートシクロヘキサン－１，３－ジイソシアネートおよびシクロヘキサン－１，
４－ジイソシアネート並びにこれら異性体の混合物；１－イソシアナート－３，３，５－
トリメチル－５－イソシアナートメチルシクロヘキサン；２，４－ヘキサヒドロトリレン
ジイソシアネートおよび２，６－ヘキサヒドロトリレンジイソシアネート並びにこれら異
性体の混合物；ヘキサヒドロ－１，３－フェニレンジイソシアネートおよび／またはヘキ
サヒドロ－１，４－フェニレンジイソシアネート；ペルヒドロ－２，５’－ジフェニルメ
タンジイソシアネートおよび／またはペルヒドロ－４，４’－ジフェニルメタンジイソシ
アネート；１，３－フェニレンジイソシアネートおよび１，４－フェニレンジイソシアネ
ート；２，４－トリレンジイソシアネートおよび２，６－トリレンジイソシアネート並び
にこれら異性体の混合物；ジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアネートおよび／また
はジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート（ＭＤＩ）；ナフチレン－１，５－ジ
イソシアネート；トリフェニルメタン－４，４’４’－トリイソシアネート；および、ア
ニリンとホルムアルデヒドとを縮合し、例えば英国特許第８７４，４３０号および第８４
８，６７１号に記載のホスゲン化等のホスゲン化が後に続くことにより得られる種類のポ
リフェニルポリメチレンポリイソシアネートが挙げられるが、これらに限定されない。
【００６８】
　エステル基、尿素基、アロファネート基、カルボジイミド基、ウレトジオン基および／
またはウレタン基を含むジイソシアネートおよび／またはポリイソシアネートは本発明に
係る方法に用いられてもよい。
【００６９】
　ある実施形態において、ジフェニルメタンジイソシアネート（メチレンジフェリルジイ
ソシアネート、ＭＤＩ）が、ポリマーまたはモノマーのＭＤＩとして、プレポリマーの調
製に用いられる。好ましくは、そのＭＤＩは、特に好ましい４，４’－ＭＤＩまたは２，
４’－ＭＤＩと４，４’－ＭＤＩとの混合物のどちらかを有するモノマーの形態である。
【００７０】
　本明細書で用いられる用語イソシアネート反応性化合物（Ａ）は、水と、平均して１つ
より多くの、好ましくは２～４つのイソシアネート反応性部分を有する任意の有機化合物
とを含む。これらは一般的に、イミノ官能化合物または活性水素部分を含有する化合物で
ある。適当なイミノ官能化合物は、１分子あたり少なくとも１つの末端イミノ基を有する
化合物、例えば米国特許第４，９１０，２７９に記載の化合物等であり、その開示は参照
により全体として本明細書に組み入れられる。活性水素部分の例示は、－ＣＯＯＨ、－Ｏ
Ｈ，－ＮＨ２、－ＮＨ－、－ＣＯＮＨ２、－ＳＨおよび－ＣＯＮＨであり、一般的な活性
水素含有化合物としては、ポリオール、ポリアミン、ポリメルカプタン、多酸および少な
くとも１つのオキサゾリジン部分を含有する化合物が挙げられる。
【００７１】
　本発明に用いられる好ましいイソシアネート反応性化合物は、ポリオール、とりわけ２
～４つのイソシアネート反応性水素部分を有するポリオールである。ポリオールは、例え
ば、１つ以上のジオールと１つ以上のトリオールとの混合物であってよい。ポリオールと
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しては、ポリエーテルポリオール、ポリエステルポリオール、ポリ（アルキレンカーボネ
ート）ポリオール、ヒドロキシル含有ポリチオエーテル、ポリマーポリオールおよびそれ
らの混合物が挙げられてよい。ポリヒドロキシ化合物のヒドロキシル数は、一般に２０～
８５０ｍｇＫＯＨ／ｇ、好ましくは２５～５００ｍｇＫＯＨ／ｇである。
【００７２】
　低分子量、例えば６０～４００または６０～３００のジオールおよびトリオールは、イ
ソシアネートと反応し得るが、これらのポリオールはより一般的には、１つ以上のさらな
る活性水素化合物を含有する反応混合物におけるスターター分子、連鎖延長剤および／ま
たは架橋剤として用いられる。この点において：２～１４個、好ましくは４～１０個の炭
素原子を有する、脂肪族ジオール、脂環式ジオールおよび／または芳香脂肪族（または、
アラリファティック、ａｒａｌｉｐｈａｔｉｃ）ジオール、例えばエチレングリコール、
１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，
１０－デカンジオール、ｏ－ジヒドロキシシクロヘキサン、ｍ－ジヒドロキシシクロヘキ
サン、ｐ－ジヒドロキシシクロヘキサン；ジエチレングリコール；ジプロピレングリコー
ル；ビス（２－ヒドロキシエチル）ハイドロキノン等；およびトリオール、例えば１，２
，４－トリヒドロキシシクロヘキサン、１，３，５－トリヒドロキシシクロヘキサン、グ
リセロールおよびトリメチロールプロパン等が挙げられ得る。
【００７３】
　ポリエーテルポリオールは当該技術分野において周知であり、ポリオキシエチレン、ポ
リオキシプロピレン、ポリオキシブチレン、並びにポリテトラメチレンエーテルジオール
およびポリテトラメチレンエーテルトリオールが挙げられる。ポリエーテルポリオールは
一般的に、４００～１００００、例えば１０００～７０００の分子量を有してよく、例え
ば米国特許第４，２６９，９９４５号、第４，２１８，５４３号および第４，３７４，２
１０号に記載されるように、活性水素含有開始剤化合物の存在下でアルキレンオキシドを
重合することにより調製される。アルキレンオキシドモノマーは一般的には、エチレンオ
キシド；プロピレンオキシド；ブチレンオキシド；スチレンオキシド；エピクロルヒドリ
ン；エピブロモヒドリン；およびそれらの混合物：からなる群から選択される。活性水素
開始剤については一般的には、水；エチレングルコール；プロピレングリコール；ブタン
ジオール；ヘキサンジオール；グリセリン；トリメチロールプロパン；ペンタエリスリト
ール；ヘキサントリオール；ソルビトール；スクロース；ハイドロキノン；レゾシノール
；カテコール；ビスフェノール；ノボラック樹脂；リン酸；アミンおよびそれらの混合物
：からなる群から選択される。本発明のポリウレタンプレポリマーの調製に有用なポリエ
ーテルポリオールの好例は、グリセリンとプロピレンオキシドとを反応させ、その生成物
とエチレンオキシドとの反応が後に続くことにより調製される、エチレンオキシドキャッ
プポリオールである。
【００７４】
　当該技術分野において既知であるように、ポリエステルポリオールは、ポリカルボン酸
またはそれらの酸無水物と多価アルコールとを反応させることにより調製されてよい。適
当なポリカルボン酸の例としては、コハク酸、アジピン酸、スベリン酸、アゼライン酸、
セバシン酸、フタル酸、イソフタル酸、マレイン酸、トリメリット酸、無水フタル酸、無
水テトラヒドロフタル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、無水テトラクロロフタル酸、無水
エンドメチレンテトラヒドロフタル酸、無水マレイン酸、無水グルタル酸、フマル酸およ
びそれらの混合物が挙げられる。ポリエステルポリオールの調製に有用な多価アルコール
の例としては、エチレングリコール、プロパンジオール、ブタンジオール、１，６－ヘキ
サンジオール、１，８－オクタンジオール、ネオペンチルグリコール、グリセロール、ト
リメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、キニトール、マンニトール、ソルビトー
ル、メチルグルコシド、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレ
ングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールおよびそれらの混合
物が挙げられる。本発明に関しては、有用なポリエステルポリオールは一般的に、１２０
０～３０００の分子量を有するだろう。
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【００７５】
　活性水素部分としてのアミンポリオールの使用は除外されない。この群としては、低分
子量ポリオール、例えばジエタノールアミン、トリエタノールアミンおよびＮ－メチル－
Ｎ，Ｎ’－ジエタノールアミン等が挙げられるが、例えばエチレンジアミン、１，３－プ
ロパンジアミンおよび１，６－ヘキサンジアミン等のアミノ化合物とアルキレンオキシド
（例えば、プロピレンオキシド（ＰＯ）およびエチレンオキシド（ＥＯ））との付加反応
により得られるアミンポリオールも挙げられる。適当なアミンポリオール、または具体的
なエチレンジアミン開始ポリオールの例としては、Ｓｙｎｅｒｐｏｎｉｃ（商標）Ｔブラ
ンド　ポリオール、Ｓｙｎｅｒｐｏｎｉｃ（商標）Ｖ３０４　ポリオール（Ｃｒｏｄａ　
Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌから入手可能）を挙げ得る。
【００７６】
　活性水素部分（Ａ）として有用性を見出すポリマーポリオールとしては、とりわけ米国
特許第４，３０９，６４５号、第４，４６３，１０７号、第４，１４８，８４０号および
第４，５７４，１３７に記載の連続ポリオール相におけるビニルモノマーのポリマーまた
はコポリマーの分散体が挙げられる。スチレン／アクリロニトリル（ＳＡＮ）コポリマー
ポリオール、ポリイソシアネート重付加（ＰＩＰＡ）ポリオール（ポリオール中のポリ尿
素－ポリウレタン粒子の分散体）おびポリオール中のポリ尿素分散体（ＰＨＤポリオール
）も有用である。
【００７７】
　本発明のある実施形態において、反応物質のポリオールは、少なくとも１．５、好まし
くは少なくとも１．８、より好ましくは少なくとも２．０の平均官能価を有するが、４．
０以下、好ましくは約３．５以下、より好ましくは約３．０以下である。独立的にまたは
付加的に、反応物質のポリオールの当量は、少なくとも２００、好ましくは少なくとも５
００、より好ましくは少なくとも１，０００であるが、３５００以下、好ましくは３００
０以下、より好ましくは２５００以下である。
【００７８】
　ポリオールは、プレポリマーの所望の遊離イソシアネート含有量と調和するのに十分な
イソシアネート基を残すイソシアネートのイソシアネート基の多くと反応するのに十分な
量で存在する。また、ポリオールがジオールとトリオールとの混合物を含むその実施形態
において、トリオールに対するジオールの割合は、プレポリマーの所望のイソシアネート
官能価を達成するよう選択されなければならない。
【００７９】
　上記の成分ＡおよびＢから開始して、任意の適当な方法、例えばバルク重合および溶液
重合等により、ポリウレタンプレポリマーが調製されてよい。プレポリマーを調製する反
応は、無水条件下、例えば窒素ブランケット下で実行されて、大気の湿気によるイソシア
ネート基の架橋を防ぐ。
【００８０】
　標準的なプレポリマー合成において、イソシアネート反応性基を含有する化合物または
ポリマーを、最初に触媒がない状態で４５～５５℃の温度に加熱する。その後、反応混合
物中に均一に分散されることを確保するために、ポリイソシアネートを混合しながら加え
る。その後、ポリウレタン触媒を加えてよい。触媒を加えた後、一般的に発熱を生じ；こ
の場合、ゲル化しないことを確実にするために、反応混合物の温度を下げなければならな
いことがある。発熱が収まった後、反応物質を希釈して反応を抑えるために、可塑剤を加
えてよい。反応は、全ての遊離イソシアネート反応性部分がイソシアネート部分と反応す
るように継続されるべきである。
【００８１】
　標準的なポリウレタン触媒としては：カルボン酸のスズ塩、例えばオクタン酸スズ、オ
レイン酸スズ、酢酸スズおよびラウリン酸スズ等；ジカルボン酸ジアルキルスズ、例えば
ジラウリン酸ジブチルスズおよび二酢酸ジブチルスズ等；第三級アミン；アルカノールア
ミン化合物；２，３－ジメチル－３，４，５，６－テトラヒドロピリミジン；水酸化テト
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ラアルキルアンモニウム；アルカリ金属水酸化物；アルカリ金属アルコラート；および
スズメルカプチドが挙げられる。イソシアネートの性質によってが、用いられる触媒の量
は一般的に、触媒される混合物の０．００５～１０重量％の範囲である。
【００８２】
　反応に用いられるイソシアネート反応性基に対するイソシアネート基の割合は、得られ
るプレポリマーが遊離イソシアネート反応性基を有しないが、妥当な促進も得られるよう
な割合であるべきである。通常は、イソシアネート反応性基に対するイソシアネート基の
当量比は、１．２：１～２：１、例えば１．４：１～１．６：１の範囲である。
【００８３】
　上記のように、本発明の一成分系接着剤組成物は、湿気の存在下においてポリウレタン
の効果を促進することで既知の活性剤または触媒を、接着剤組成物の２０重量％以下、ま
たは０．１～５重量％の量でさらに含んでよい。適当な触媒としては、例えばカルボン酸
スズ、オルガノシリコーンチタン酸塩、チタン酸アルキル、カルボン酸ビスマスおよびジ
モルホリノジエチルエーテルまたはアルキル置換ジモルホリノジエチルエーテル等の金属
塩が挙げられる。好ましい触媒としては、オクタン酸ビスマス、ジモルホリノジエチルエ
ーテルおよび（ジ－（２－（３，５－ジメチルモルホリノ）エチル））エーテルが挙げら
れる。
【００８４】
　当該技術分野において既知であるように、接着剤組成物はフィラーおよび添加剤と共に
配合されてよく、組成物の物理的性質、例えば粘度および流速等を変更する。ポリウレタ
ンまたはプレポリマーの早期硬化を防ぐため、フィラーおよび添加剤はそれらの混合の前
に徹底的に乾燥されるべきである。
【００８５】
　補強充填剤が、通常は接着剤組成物の０．１～４０重量％または０．１～３０重量％の
量で接着剤組成物に加えられてよく、チキソトロープ性を変更し、また得られる接着剤の
強度を増加する。そのようなフィラーは、当該技術分野における当業者に周知であり、カ
ーボンブラック、二酸化チタン、炭酸カルシウム、表面処理シリカ、酸化チタン、フュー
ムシリカ、タルク等が挙げられる。
【００８６】
　本発明に含まれてよいさらなる添加剤または添加材料としては：粘土、例えば粒状カオ
リン、表面処理カオリン、焼成カオリン、ケイ酸アルミニウムおよび表面処理無水ケイ酸
アルミニウム等；可塑剤、例えばフタル酸アルキル、部分的に水素化されたテルペン、リ
ン酸トリオクチル、エポキシ可塑剤、トルエンスルファミド、クロロパラフィン、アジピ
ン酸エステル、ヒマシ油、トルエンおよびアルキルナフタレン等；安定剤、例えばマロン
酸ジエチルおよびアルキル化アルキルフェノール等；チキソトロープ剤；紫外線安定剤；
粒状ゴム材料；殺菌剤；防炎加工剤；および酸化防止剤が挙げられる。これらの添加剤の
適当または望ましい量は、当該技術分野における当業者に周知であるが、任意の所定の添
加剤の種類について、接着剤組成物の１０重量％より多い量で存在することが通常であろ
う。
【００８７】
　本発明の接着剤組成物は、適当な方法を用いることにより、好ましくは酸素および湿気
のない不活性雰囲気下で複数の成分を共に混合することにより配合されてよい。一旦接着
剤組成物が混合されたら、大気の湿気および酸素からまた保護されるように、適当な容器
に詰められる。
【００８８】
［基材］
　十分には規定されない幾何学的形状を有するリグノセルロース基材、例えばチップボー
ド、ファイバーボードおよびパーティクルボード等が、本発明におけるリグノセルロース
複合材料の調製において接着されてよいが、好ましいリグノセルロース基材としては、最
終的な複合材料の構造において明確且つ事前に決定された相対的な幾何学的関係で組み合
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わせる目的のために切断または成形される、ホールボード（ｗｈｏｌｅ　ｂｏａｒｄ）、
ハーフエッジボード（ｈａｌｆ－ｅｄｇｅｄ　ｂｏａｒｄ）、角材（ｓｑｕａｒｅ）、木
材ストリップおよび／またはベニヤ板が挙げられる。付随して、好ましいリグノセルロー
ス複合材料は、共に貼り合わされる少なくとも２つの木板、ハーフエッジボード、角材、
ベニヤ板、木材ストリップを含む積層品である。
【００８９】
　ポリイソシアネート系接着剤組成物を用いて接着することが可能な任意の材種を、本明
細書に記載の水性プライマー組成物と共に用いてよい。適当な材種の例としては、サザン
パイン、オーストラリアスラッシュパイン、ポンデローサパイン、ウエスタンホワイトパ
イン、カラマツ、ユーカリ、トリネコ、ブナ、カンバ、海岸部ダグラスファーおよび内陸
部ダグラスファーが挙げられる。特に好ましい材種としては、サザンイエローパイン（Ｓ
ＹＰ）およびダグラスファー（ＤＦ）が挙げられる。これらの種の組み合わせは必要に応
じて、与えられるリグノセルロース複合材料物品の調製に用いられてよいが、１種を単独
で使用することが一般的に好ましい。
【００９０】
１つの実施形態において、化学的に処理された木板、例えばアセチル化木板（無水酢酸で
処理された木材）は、本開示の接着剤とプライマーとを用いて接着されてよい。このこと
は、例えば木材梁等の構造を形成するために、複数のアセチル化木板を貼り合わせるまた
はフィンガージョイントするのに特に有益である。
【００９１】
　ある実施形態において、接着される木材の空気乾燥密度は、０．５５ｇ／ｃｍ３より高
く、好ましくは０．６ｇ／ｃｍ３より高い。
【００９２】
　高温で乾燥されたまたは過乾燥された長期間熟成した木材は、吸湿性が低下することが
あり、また低下した湿潤性を示すことがあり：基材表面はこれらの処理により不活性化さ
れることがあり、またその処理は木材抽出物を表面にもたらすことがあり、基材接着に悪
影響を及ぼすことがある。それ故に、リグノセルロース基材について、低温乾燥技術、例
えば１５０℃より低い温度での乾燥または凍結乾燥が行われていることが好ましい。代わ
りにまたは付加的に、リグノセルロース基材は、プライマー組成物の基材への適用前に前
処理されてよく、いかなる不活性化された表面層をも取り除きおよび／または抽出物を取
り除く。基材表面の湿潤性において与えられた前処理の有効性は材種に依るが：表面のハ
ケ塗りおよび／または平削り；極性溶媒および非極性溶媒での表面の処理；および水酸化
ナトリウム、水酸化カルシウム、硝酸および過酸化水素での化学的処理が挙げられてよい
。
【００９３】
［方法］
　プライマー組成物は、例えば浸水、浸漬、ハケ塗り、ロール塗布、ドクターブレード塗
布、印刷法、エアアトマイズスプレー（ａｉｒ－ａｔｏｍｉｚｅｄ　ｓｐｒａｙ）、エア
アシストスプレー、エアレススプレー、高容量低圧スプレー、エアアシストエアレススプ
レーおよび高速回転ベル等の従来の適用方法により適用してよい。
【００９４】
　プライマー組成物の粘度は、ブルックフィールド粘度計を用いて２５℃で測定したとき
に、０．００５～１Ｐａ・ｓ（５０ｃｐｓ～１０００ｃｐｓ）であってよい。当業者によ
り認識されるであろうように、種々の適用方法に適切な粘度は大きく変化する。いずれに
しても、プライマー組成物は一般的に、１～５０ｇ／ｍ２、好ましくは５～３０ｇ／ｍ２

、より好ましくは１０～２５ｇ／ｍ２の量で、接着される表面に適用するべきである。
【００９５】
　プライマー組成物は、接着剤の表面への適用の前に、表面に浸透することを可能にする
べきである。適切な浸透時間は、適用されるプライマー組成物の量および密度、リグノセ
ルロース材料の含水量および形態に依るだろう。一般的に、標準条件（２０℃、相対湿度
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６５％）下で、１５分以下、例えば１～１０分または１～５分の浸透時間が与えられるべ
きである。しかし、プライマーを適用してから６時間後、また最大４８時間後でさえも、
接着剤の適用に関して良好な接着結果が得られることは注目に値する。
【００９６】
　本発明に係る接着剤組成物は同様に、当該技術分野において既知である任意の従来の方
法により適用することができる。例えば、接着剤組成物は、機械のロール塗布、手動のロ
ール塗布または手動のハケ塗りにより基材に適用することができる。いずれにしても、接
着剤組成物は一般的に、５０～５００ｇ／ｍ２、好ましくは７５～３００ｇ／ｍ２、より
好ましくは１００～２５０ｇ／ｍ２の量で、接着される表面に適用するべきである。
【００９７】
　接着剤組成物およびプライマー組成物が接着される基材に適用した後、好ましくはポリ
イソシアネート接着剤とプライマー組成物で処理された領域との重なりを最大にする条件
下で、これらの基材の表面を接着接触の状態におく。接着結合の形成は、圧力の基材への
適用、例えば締付圧により容易となり得て、基材をより密着させる。圧力とは無関係にま
たは圧力と共に熱を適用してよく、ポリウレタン接着剤の硬化を早める。同じ目的で、接
着される１つ以上の表面に湿気が加えられてよいことも想定される。
【００９８】
　最適な接着結合の達成はとりわけ、ポリウレタン接着剤の配合、接着される基材の性質
、製造される複合材料の種類、並びに接着剤組成物とプライマー組成物両方の濃度（また
は、量、ｌｅｖｅｌ）および配合に依存するだろう。当該技術分野における当業者は、熱
、湿気および圧力の組み合わせである適切な硬化条件を選択してよく、接着結合を最適化
する。
【００９９】
　当該技術分野において既知であるように、基材は、照射により、または熱風若しくは蒸
気の流れを介して、オーブンまたは加熱プレスで加熱してよく；これらの技術の組み合わ
せも用いられてよい。しかし、外部から加熱することなく、すなわち「常温硬化」により
、接着結合が周囲温度で形成されることが好ましい。
【０１００】
　以下の実施例は本発明の例示であり、決して本発明の範囲を限定することを意図しない
。
【実施例】
【０１０１】
　以下の材料を実施例に用いた。
【０１０２】
　Ｔｗｅｅｎ（登録商標）２０は、天然脂肪酸（ラウリン酸）に基づくエトキシル化（２
０）ソルビタンエステルであり、１００ｍｇＫＯＨ／ｇの平均ヒドロキシル価と１６．７
のＨＬＢとを有し、Ｃｒｏｄａ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌから入手可能である。
【０１０３】
　Ｔｗｅｅｎ（登録商標）８１は、天然脂肪酸（オレイン酸）に基づくエトキシル化（５
）ソルビタンエステルであり、１４０ｍｇＫＯＨ／ｇの平均ヒドロキシル価と１０のＨＬ
Ｂとを有し、Ｃｒｏｄａ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌから入手可能である。
【０１０４】
　Ｓｕｒｆｙｎｏｌ　ＰＳＡ－３３６は、７－（２－ヒドロキシエトキシ）－２，４，７
，９－テトラメチル－５－デシン－４－オールであり、Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎ
ｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓから入手可能である。
【０１０５】
　プライマーＡは：１重量％のＳｕｒｆｙｎｏｌ　ＰＳＡ－３３６；および９９重量％の
水道水からなる。
【０１０６】
　プライマーＢは：５重量％のＴｗｅｅｎ（登録商標）２０；１重量％のＳｕｒｆｙｎｏ
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ｌ　ＰＳＡ－３３６；および９４重量％の水道水からなる。
【０１０７】
　プライマーＣは：５重量％のＴｗｅｅｎ（登録商標）２０；および９５重量％の水道水
からなる。
【０１０８】
　プライマーＤは：０．５重量％のＳｕｒｆｙｎｏｌ　ＰＳＡ－３３６；および９９．５
重量％の水道水からなる。
【０１０９】
　プライマーＥは：３．５重量％のＴｗｅｅｎ（登録商標）８１；および９６．５重量％
の水道水からなる。
【０１１０】
　接着剤Ｋ１は：２０重量％のＮＣＯ含有量：スピンドル６を用いて１分間の回転後、２
０℃で測定された２５，０００ｍＰａ・ｓのブルックフィールド粘度；２．８の平均イソ
シアネート官能価および６０分間のオープンタイムにより特徴付けられるメチレンジイソ
シアネート（ＭＤＩ）系プレポリマーを含む。
【０１１１】
　接着剤Ｋ２は：１６重量％のＮＣＯ含有量：スピンドル６を用いて１分間の回転後、２
０℃で測定された２０℃における２４，０００ｍＰａ・ｓのブルックフィールドの粘度；
および３０分間のオープンタイムにより特徴付けられるメチレンジイソシアネート（ＭＤ
Ｉ）系プレポリマーを含む。
【０１１２】
実施例１
　１９×６０×４００ｍｍの寸法を有し且つ構造用途のためのカナダ規格ＣＳＡ１１２．
９により設定された要求を満たす６対のダグラスファーのサンプル（比重０．５９；０～
１０％の年輪角）を調製した。実験室でこれらのサンプルを従来法で平削りした。
【０１１３】
　プライマーＣを２０ｇ／ｍ２の塗布量で３対の合わせ面の接着面に適用した。残りの３
対の合わせ面にはプライマーを適用しなかった。適用可能となる５分間のプライマー浸透
時間を与えた後、次いで接着剤Ｋ１を２００ｇ／ｍ２、１６０ｇ／ｍ２および１２０ｇ／
ｍ２の量で、合わせられる３つの下塗した側および３つの下塗しなかった側にそれぞれ適
用した。合わせ面を合わせ、その後組み立てたパーツを室温において４時間、０．８ＭＰ
ａでプレスした。
【０１１４】
　合わせたサンプルを２０℃且つ相対湿度６５％において７日間保管して、十分な接着剤
の硬化を確実にした。その後、各バリエーションの木材サンプルを小さな試験片に切り分
け、ＣＳＡ１１２．９基準に基づいて真空加圧ソーキング試験（または、真空圧力ソーキ
ング試験、Ｖａｃｕｕｍ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｓｏａｋ　ｔｅｓｔ）を行った。各バリエ
ーションについて７つの試験片を試験し、結果を平均した。これらの平均した試験結果を
以下の表１に与える。
【０１１５】
【表１】

【０１１６】
　結果はプライマー組成物の使用の恩典を明瞭に示す。
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【０１１７】
実施例２
　サザンイエローパインから構成される４対の木材表面をそれぞれ調製した。第１の合わ
せる面にはプライマーを適用しなかった。残りの３対に対し、プライマーＣを２０～３０
ｇ／ｍ２の塗布量で、合わせられる木材の両側に適用した。５分間、１時間および８時間
のプライマー浸透時間を与えた後、次いで接着剤を２００ｇ／ｍ２の量で、合わせられる
全８側に適用した。合わせたまたは組み立てたパーツを室温において３～４時間の間、０
．８～１ＭＰａでプレスした。
【０１１８】
　その後、ＥＮ３９１の手順Ｂに従って、耐離層性（％）を調査した。第１の合わせ面（
プライマー無し）および第２の合わせ面について得られた結果をそれぞれ以下の表２およ
び３に示す。
【０１１９】
【表２】

【０１２０】
【表３】

【０１２１】
　表２および３は、サザンイエローパインについての一成分系ＰＵＲの耐離層性に関して
プライマーの使用の恩典を明瞭に示す。
【０１２２】
　第３の合わせ面（６０分間の浸透時間）および第４の合わせ面（８時間の浸透時間）に
ついて得られた結果をそれぞれ以下の表４および５に示す。
【０１２３】
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【表４】

【０１２４】
【表５】

【０１２５】
　表４および５により示されるように、ポリウレタン接着剤の前にプライマーを８時間お
いた場合でも、耐離層性における恩典を維持することができる。
【０１２６】
実施例３
　２０ｍｍの厚さ、１３５ｍｍの幅の寸法を有するササザンイエローパイン（０．５５～
０．６５の比重）の厚板を調製した。これらの厚板を実験室で平削りした。
【０１２７】
　第１の対に対し、プライマーＣ（５重量％のＴｗｅｅｎ（商標）２０）を２０ｇ／ｍ２

の塗布量で、合わせられる木材の両側に適用した。第２の対に対し、プライマーＣ（５重
量％のＴｗｅｅｎ（商標）２０）を１０ｇ／ｍ２の塗布量で、合わせられる木材の両側に
適用した。同様に、その後２つのさらなる対を１０ｇ／ｍ２の被覆力で調製したが、プラ
イマーの希釈バージョンを用いた。各実施例について５分間のプライマー浸透時間を与え
た後、次いで接着剤を１８０～２００ｇ／ｍ２の量で、片側に塗布し、合わせ面を合わせ
た。そのように組み立てたパーツを室温において４時間、油圧プレスを用いて０．８ＭＰ
ａでプレスして、十分な接着剤の硬化を確実にした。
【０１２８】
　木材サンプルを１００×１２５×７５ｍｍの試験片に切り分け、欧州規格ＥＮ３９１の
手順Ｂに従って耐離層性を試験した。各木材サンプルの４つの試験片についての平均した
結果を以下の表６に示す。
【０１２９】
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【表６】

【０１３０】
実施例４
　この実施例は、サザンイエローパイン種（比重０．６２）に関して接着剤の耐久性の改
良における様々なプライマー（Ａ、ＢおよびＣ）の有効性を示す。
【０１３１】
　それぞれのプライマーを２０ｇ／ｍ２の塗布量で、接着する木材の両側にハケを用いて
適用した。その後１０分間の浸透時間を与え、接着剤を１９０～２００ｇ／ｍ２の量で片
側に塗布した後、合わせ面を合わせた。
【０１３２】
　そのように組み立てた物品を、ターゲットとした１１～１２重量％の木材の湿度のため
に、２０℃且つ相対湿度６５％において保管した。０．８ＭＰａで４時間接着を行った。
木材サンプルを１００×１２５×７５ｍｍの試験片に切り分け、欧州規格ＥＮ３９１の手
順Ｂに従って耐離層性を試験した。各物品の４つの試験片についての平均した結果を以下
の表７に示す。
【０１３３】
【表７】

【０１３４】
実施例５
　この実施例は、本発明に係る様々なプライマー（Ｂ、ＣおよびＤ）を用いて達成される
、複数の高密度な材種に関して用いられる接着剤の耐久性の改良を示す。
【０１３５】
　それぞれのプライマーを２０ｇ／ｍ２の塗布量で、接着する木材の両側にハケを用いて
適用した。その後１５分間の浸透時間を与えた。
【０１３６】
　接着剤Ｋ１およびＫ２をそれぞれ１５０～１６０ｇ／ｍ２、１８０～２００ｇ／ｍ２の
量で片側に適用し、合わせ面を合わせた。全ての材種を２０℃且つ相対湿度６５％におい
て保管して、ターゲットとした１１～１２％の木材の湿度を達成した。油圧プレスを用い
て２～３時間、０．８ＭＰａで接着を行った。
【０１３７】
　木材サンプルを１００×１２５×７５ｍｍの試験片に切り分け、欧州規格ＥＮ３９１の
手順Ｂに従って耐離層性を試験した。各木材サンプルの４つの試験片についての平均した
結果を以下の表８に示す。
【０１３８】
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【表８】

【０１３９】
実施例６
　この実施例は、異なるＨＬＢ値およびＯＨ数を有する界面活性剤がプライマーとして用
いられても有効であり得ることを示し、ここではサザンイエローパイン種（比重０．６０
～０．７１）に関する。
【０１４０】
　異なる界面活性剤を用いたが、両方の水溶性組成物のＯＨ含有量が等しいような濃度で
プライマーＣおよびＥを調製した。Ｔｗｅｅｎ（登録商標）８１は水に混合すると白濁で
あるが安定な分散を与えたことに留意する。
【０１４１】
　それぞれのプライマーを２０ｇ／ｍ２の塗布量で、接着する木材の両側にハケを用いて
適用した。その後１０分間の浸透時間を与え、接着剤Ｋ１を１６０～１８０ｇ／ｍ２の量
で片側に塗布した後、合わせ面を合わせた。
【０１４２】
　そのように組み立てた物品を、ターゲットとした１１～１２重量％の木材の湿度のため
に、２０℃且つ相対湿度６５％において保管した。０．８ＭＰａで４時間接着を行った。
木材サンプルを１００×１２５×７５ｍｍの試験片に切り分け、欧州規格ＥＮ３９１の手
順Ｂに従って耐離層性を試験した。各物品の４つの試験片についての平均した結果を以下
の表９に示す。
【０１４３】
【表９】

【０１４４】
実施例７
　本開示の接着剤およびプライマー並びにアセチル化木材を用いて接着結合を作製した。
ＡＳＴＭ　Ｄ５７５１により規定のタイプＩおよびタイプＩＩのブロックせん断を用いて
接着結合を試験し、ＡＳＴＭ　Ｄ２５５９の離層の部分についても行った。これらの試験
に用いた本発明の接着剤は接着剤Ｋ１である。全ての試験に用いた本発明のプライマーは
プライマーＣである。
【０１４５】
　用いたアセチル化サザンパイン板は市販品であった。板を事前および事後に約５％の湿
度に条件を整えた。板を平削りし、プライマーを板の平削から１時間以内に各板の平削り
した表面に２５ｇ／ｍ２（５％溶液）で加えた。プライマー適用の２０分後、両方の板の
下塗面を接着剤で４０ｌｂｓ／ＭＳＦの塗布量で塗布した。オープンタイムは１～２分間
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レスし、その後、ブロックせん断および離層試験の前に１週間の後硬化を行った。
【０１４６】
　ブロックせん断の結果の概要を、市販の接着剤サンプルを用いた比較試験（比較例１～
４）について得られた結果と共に以下に示す。
【０１４７】
【表１０】

【０１４８】
　本発明の接着剤／プライマーについてのタイプ１の引張強さ（ＰＳＩ）および木材の引
裂け（％）の水準は、全４つの曝露条件下で仕様の要求を大きく上回った。逆に、解析し
た市販の接着剤は、煮沸または圧力ソーク条件のどちらにおいても木材の引裂け（％）の
要求を満たさず、または煮沸の曝露条件後のせん断強さ（ＰＳＩ）の水準を満たさなかっ
た。木材の引裂けの仕様は、最小の平均数であることに留意されたい。
【０１４９】
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【表１１】

【０１５０】
　２つのアセチル化したＡＳＴＭ２５５９ブロックをこの流れの一環として試験した。こ
れらのブロックについての離層の結果の概要を、市販の接着剤サンプルを用いた比較試験
について得られた値と共に示す。
【０１５１】
【表１２】

【０１５２】
　ブロックせん断の結果のように、本発明のプライマー／接着剤の系は極めて優れた離層
性能を提供する。
【０１５３】
　本発明の接着剤／プライマーの系を使用して接着したアセチル化基材についての個々の
結果を以下の表に示す。
【０１５４】
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【表１３】

【０１５５】
【表１４】

【０１５６】
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【表１５】

【０１５７】
　一成分系の本発明の接着剤は、本開示のプライマーと組み合わせて、他の市販の一成分
系および二液型接着剤よりも優れたＡＳＴＭ５７５１のタイプＩの強度（ＰＳＩ）および
木材の引裂き（％）の水準を提供した。同様に、本発明の接着剤／プライマーは、ＡＳＴ
Ｍ２５５９の条件下で非常に優れた離層特性を与えた。
　本発明の当初の開示は、少なくとも以下の態様を包含する。
［１］リグノセルロース複合材料を調製するための接着剤系であって：
　ａ）水性プライマー組成物；および
　ｂ）ポリウレタン接着剤組成物
を含み、
　前記水性プライマー組成物が：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、前記組成物の重量に対して１０重量％以下の界面活性剤；および
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
らなる群から選択される、前記組成物の重量に対して０～２５重量％のポリオールであっ
て、５０００ダルトン未満の分子量を有するポリオール
を含み、
　但し、前記水性プライマー組成物が、前記ポリオール、またはヒドロキシル官能性と５
０００ダルトン未満の分子量とを有する界面活性剤の少なくとも１つを含むべきである、
接着剤系。
［２］前記水性プライマー組成物が：
　水溶性界面活性剤、水乳化性界面活性剤およびそれらの混合物からなる群から選択され
る、前記組成物の重量に対して５重量％以下、好ましくは１重量％以下の界面活性剤；お
よび
　水溶性ポリオール、水分散性ポリオール、水乳化性ポリオールおよびそれらの混合物か
らなる群から選択される、前記組成物の重量に対して２０重量％以下、好ましくは５重量
％以下のポリオール
を含む、前記［１］に記載の接着剤系。
［３］前記プライマー組成物が、前記組成物の重量に対して少なくとも８０重量％の水を
含む、前記［１］または［２］に記載の接着剤系。
［４］前記プライマー組成物が、前記組成物の重量に対して１０重量％以下の共溶媒をさ
らに含む、前記［１］～［３］のいずれかに記載の接着剤系。
［５］前記プライマー組成物の前記界面活性剤が：シロキサン系界面活性剤；アルキル多
糖を含むアルキルポリグルコシド；アルコキシル化脂肪酸；アルコキシル化アルコール；
アルキルスルホコハク酸塩；アセチレンジオール；およびそれらの混合物からなる群から
選択される、前記［１］～［４］のいずれかに記載の接着剤系。
［６］前記プライマー組成物の前記界面活性剤が、ゲル浸透クロマトグラフィーによりポ
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界面活性剤から選択される、前記［１］～［５］のいずれかに記載の接着剤系。
［７］前記プライマー組成物の前記ポリオールが、１２０℃において安定であり且つ２０
００ダルトン未満の分子量を有する、少なくとも１つのジヒドロキシ化合物若しくは多官
能ヒドロキシ化合物またはポリマー化合物を含む、前記［１］～［６］のいずれかに記載
の接着剤系。
［８］前記プライマー組成物の前記ポリオールが、少なくとも１０、例えば１２以上の親
水親油バランス（ＨＬＢ）により特徴付けられる、前記［１］～［７］のいずれかに記載
の接着剤系。
［９］前記プライマー組成物が、６～８、好ましくは６．５～７．５の範囲のｐＨを有す
る、前記［１］～［８］のいずれかに記載の接着剤系。
［１０］前記ポリウレタン接着剤組成物が、湿気硬化型の一成分系ポリウレタン接着剤組
成物である、前記［１］～［９］のいずれかに記載の接着剤系。
［１１］前記一成分系ポリウレタン接着剤組成物が：
　遊離ＮＣＯ基を有するプレポリマーであって、イソシアネートと反応する化合物を含む
少なくとも１つの成分Ａと、イソシアネートを含む少なくとも１つの成分Ｂとから得られ
るプレポリマー；
　０～４０重量％、好ましくは０．１～３０重量％のフィラー；
　０～２０重量％の慣用の添加剤および助剤；および
　０～２０重量％の活性剤
を含む、前記［１０］に記載の接着剤系。
［１２］遊離ＮＣＯ基を有する前記プレポリマーが：
　ｉ）前記プレポリマーに基づいて、５～３０重量％、好ましくは１０～２５重量％のＮ
ＣＯ含有量；
　ｉｉ）２．２～３、好ましくは２．４～２．９の官能価；および
　ｉｉｉ）３００～３５，０００ｍＰａ・ｓ、好ましくは１０００～１０，０００ｍＰａ
・ｓの２０℃における粘度
により特徴付けられる、前記［１１］に記載の接着剤系。
［１３］リグノセルロース接着物品の製造方法であって：
　（ａ）少なくとも２つのリグノセルロース表面を供給する工程；
　（ｂ）前記［１］～［１２］のいずれかに記載の接着剤系を供給する工程；
　（ｃ）前記リグノセルロース表面の少なくとも１つの少なくとも一部に前記接着剤系を
　　　適用する工程；および
　（ｄ）前記少なくとも１つのリグノセルロース表面と他方のリグノセルロース表面との
　　　間に接着結合を形成するのに適当な条件下で、それらを接触させる工程
を含む方法。
［１４］前記接着剤系を適用する前記工程ｃ）が：
　前記リグノセルロース表面の少なくとも１つの少なくとも一部に、前記プライマー組成
物を適用すること；および
　１～１５分、好ましくは１～５分後に、前記リグノセルロース表面の前記一部に、前記
ポリウレタン接着剤組成物を適用すること
を含む、前記［１３］に記載の方法。
［１５］前記［１３］または［１４］に記載の方法により得られる接着結合リグノセルロ
ース物品。
［１６］欧州規格　ＥＮ３９１：２００１および／またはカナダ規格協会（ＣＳＡ）規格
　１１２．９の要求を満たす、前記［１５］に記載のリグノセルロース物品。
［１７］アセチル化木材を含む、前記［１５］に記載のリグノセルロース物品。
［１８］ＡＳＴＭ　Ｄ２５５９の要求を満たす、前記［１５］または［１７］に記載のリ
グノセルロース物品。
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